
成熟期ニュータウンの戸建て住宅地居住者の居住実態と意向 

－高齢期に向けた居住意向を中心に－ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.はじめに 

1-1 研究の背景・目的 

自治体が主体となった地域住宅政策は、2006年の住生

活基本法の制定に伴い、それまでの公営住宅等の住宅建

設を目的とした住宅建設計画法や住宅建設五箇年計画を

根拠としたものから、「住生活の安定と向上」をめざした

ものに変わった。これにより、住生活を支える居住環境

の形成や居住サービスの充実、さらにはまちづくりと一

体となった展開等、より一層、地域の実状に即した自治

体の主体的な取り組みが求められるようになっている。 

このような動きの中で、高度経済成長期に開発された

都市郊外の計画開発住宅地の再生は、都市政策やまちづ

くりと一体となった取り組みが求められる住宅政策課題

のひとつとなっている。従来、これらの住宅地は、良好

な住環境の保全を課題とした住宅・まちづくり施策が行

われていたが、急速な少子高齢化・人口減少の中、「都市

を維持していく」上で必要な住宅政策を検討することが

必要となってきたのである 1）。 

 

 

 
そこで、本研究は、開発開始から40年余経過したニュ

ータウンの戸建て住宅地を対象に、居住世帯の居住実態

や意識・意向の把握等を通じて、これからの地域住宅政

策の課題の検討を目的とする。具体的には、以下のよう

な課題検討を目的とする。 

①現居住世帯の居住実態や意向の把握と課題抽出 

ニュータウンに居住する高齢者には、特有の居住意向

がある 2)。そこで、高齢化が顕著な戸建て住宅地区を対

象に、高齢期の居住に係る課題を明らかにし、超高齢社

会における「住生活の向上」に必要な条件の抽出・検討

を行う。 

②これからの地域の維持・活性化に向けた課題抽出 

持家・戸建て住宅主体の地区では、世代交代の円滑化

と人口減少に伴う都市の利便性の低下防止が求められる。

そこで、バランスのとれた人口構成の誘導等、「都市を維

持していく」上で必要な住宅政策課題の抽出を行う。 

1-2 研究の視点 

大都市圏郊外の戸建て住宅地の居住者の居住実態や居 
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住意向に着目した既往研究としては、小浦 3）、鈴木ら 4）、

伊東ら 5)等の研究があり、居住者の意向把握を通じて住

宅地の継承や再編等の課題を検討している。また、高齢

者に関するものとしては、都心居住高齢者の定住指向に

ついて、檜谷ら 6)、松本ら 7)の研究があり、居住年数や

住宅、家族等の条件との関係性を明らかにしている。郊

外住宅地の高齢者については、田原ら 8）、伊東ら 9）が居

住志向と居住歴、親族関係等の関係性を指摘している。 

なお、本研究は、計画的に開発された住宅地の人口特

性と住宅との関係に着目し、戸建て住宅地・集合住宅地

（調査中）の比較分析を意図しており、今後継続して地

域住宅政策やそれと一体となったまちづくりの課題を検

討することをめざしている。 

 

２．調査対象地区の現状 

泉北ニュータウンは、大阪都心から約20km 圏にあり、

1965～82年度、大阪府が新住宅市街地開発事業により開

発した総面積1,557ha、住宅54,000 戸、人口18万人（計

画）のわが国最大規模の計画開発住宅地である。 

2005 年のニュータウンの人口は13.9万人で、過去10

年間に 11.7%減少している。また、持家（戸建て・長屋

建て）が主体の地区では高齢化が、公共賃貸住宅が主体

の地区では人口減少が顕著である（表1）。 

年齢（5歳階級）別の人口の変化をみると、1995 年に

は45～49歳、20～24歳がそれぞれ約16,000 人ずつで最

多であったが、2005 年には 55～59 歳のみが最多年齢層

であり、10～20歳代の人口は大幅に減少している。この

間、30 歳代と 55 歳以上を除いた世代の人口が減少して

いる（図1）。 

調査対象であるＡ地区は、最寄り駅より 1.2～3.5km

の位置にあり、1972年に入居開始した低層専用住宅地と

中高層公共住宅団地から成る住宅地である。 

人口は、1995年の 8,987 人から、2005年の 7,218 人へ

19.7％減少しており、ニュータウン全体よりも減少率は

高い。老年人口比率は22.1％に達し、ニュータウン内で

も最も高齢化が進んだ地区となっている。戸建て住宅が

7 割を占める地区（3 丁）では老年人口比率はすでに

27.4％に達している。住宅の特徴をみると、主世帯2,799

世帯のうち、持家が1,693世帯で全体の6割、戸建て住

宅が1,066 世帯で4割弱を占めている（図2、表 2）。戸

建て住宅地区の空き家・空き地の状況を住宅地図上で計

測すると、1,156 区画中、空き家は3.5%、空き地･駐車場

は1.6%である（ゼンリン住宅地図2006年）。 

表1 世帯数・人口の変化比較（堺市・NT・住宅の種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 年齢(5歳階級)別人口の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 泉北ニュータウン町丁別老年人口比率と調査対象地区 

表 2 Ａ地区の人口・世帯数・住宅の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国勢調査） 

住宅の所有
関係（持家
世帯数）

住宅の所有
関係（持家
比率）

住宅の建て
方（一戸建て
世帯数）

住宅の建て
方（一戸建て
比率）

一戸建ての
平均延べ面
積（㎡/世
帯）

Ａ地区
全体

2,799 1,693 60.3% 1,066 38.1% 141.1

1丁 1,050 95 9.0% 91 8.7% 159.0

2丁 1,015 983 96.5% 470 46.3% 139.1

3丁 604 486 80.3% 424 70.2% 141.7

4丁 130 129 96.3% 81 62.3% 128.7

主世帯
（世帯）

住宅の所有関係・建て方

1995年
人口（人）

2005年
人口（人）

1995年
世帯数(世

帯）

2005年
世帯数（世

帯）

2005年
1世帯当
たり人員
（人/世帯）

世帯人員
1人(世帯)

年少人口
比率　（%）

老年人口
比率　(%)

Ａ地区
全体

8,987 7,218 2,878 2,818 2.56 522 11.8% 22.1%

1丁 3,524 2,420 1,164 1,058 2.29 321 14.7% 20.9%

2丁 3,189 2,731 1,003 1,020 2.68 133 10.1% 21.6%

3丁 1,884 1,652 606 606 2.73 59 11.0% 27.4%

4丁 390 415 105 134 3.10 9 8.9% 11.1%

2005年　年齢別人口人口・世帯数

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
0～

4歳

5～
9歳

10～
14歳

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75～
79歳

80～
84歳

85歳
以

上

人
口

1995 年

2005 年

2000 年

世帯数増
減率

人口増減
率

老年人口
比率

1995 2005 1995 2005 1995 2005
国勢調査
（1995⇒
2005）

国勢調査
（1995⇒
2005）

国勢調査
（2005）

堺市(合併前市域) 283,762 309807 802,993 791,978 2.83 2.56 9.2% -1.4% -0.27 18.6%

泉北ＮＴ合計 52,461 53352 157,333 139000 3.00 2.61 1.7% -11.7% -0.39 16.8%

持家戸建て・長屋建て
８０％以上

4,754 5203 15,815 14752 3.33 2.84 9.4% -6.7% -0.49 22.7%

持家戸建て・長屋建て
50～80％

5,255 5411 17,086 14874 3.25 2.75 3.0% -12.9% -0.50 20.4%

持家・共同建
50％～

3,971 5806 13,873 15638 3.49 2.69 46.2% 12.7% -0.80 10.5%

公的借家50％以上
（公営が最多）

17,378 17290 53,157 43012 3.06 2.49 -0.5% -19.1% -0.57 17.7%

公的借家50％以上
（公団・公社が最多）

16,162 13324 41,547 32216 2.57 2.42 -17.6% -22.5% -0.15 15.5%

その他 4,941 6258 15,855 18018 3.21 2.88 26.7% 13.6% -0.33 13.8%

平均世帯
人員変化
数
（人/世帯数）
（1995⇒
2005）

世帯数と人口の変
化

（1995⇒2005）

世帯数 人口
平均世帯人員

（人/世帯）

※各年とも国勢調査

調査対象地区 

Ａ地区 

国勢調査(2005年) 

泉ヶ丘駅 

栂･美木多駅

光明池駅 

至 中もず駅 

泉北高速鉄道 25％以上 

20～25%未満

15～20%未満

10～15%未満

10%未満 

老年人口比率 

2 丁 3 丁 4 丁

1 丁  



３．調査結果 

3-1 調査の概要 

本調査は、泉北ニュ－タウンの典型的な住宅地である

Ａ地区の戸建て住宅地区の居住世帯を対象に、現在の暮

らしや住まい方、居住の将来像に対する意向を把握し、

今後の泉北ニュ－タウンの居住動向を検討する目的で実

施した。調査の概要は下表の通りである。 

表3 調査の概要 

調査名 泉北ニュータウンＡ地区居住者のこれからの居住に関する

調査（アンケート） 

調査主体 財団法人 堺都市政策研究所 

調査期間 2008年 1月 13～27日 

調査方法 戸建て住宅から構成される班（計 1,174 世帯）を対象に、

各班ごとに約 30％の世帯を無作為に抽出し、調査票を戸別

に配布。郵送回収 

配布・回収 配布 350票、有効回収 260票（回収率74.3%） 

調査項目 ①現在の住まいと日常生活 ②住宅や地域についての評価

③空き家の増加や居住者の高齢化について気になること

④居住意向とこれからの住まい方 ⑤現在の世帯構成 

   

3-2 調査結果 

(1) 調査回答世帯の特徴 

まず、調査回答世帯の属性をみる。世帯主年齢は、60

歳代後半が 24.0%と多く、その前後の年齢層の比率が高

い。回答者の性別は男性が約2/3を占めている（表 4）。 

つぎに、世帯主年齢別に世帯構成や職業の違いをみる

と、60～64歳を境に大きく異なっている。例えば、世帯

構成をみると、59歳以下は「夫婦＋子供」が、65歳以上

では「夫婦のみ」が過半を占めており、60歳代前半がち

ょうどその移行期に該当している（図3）。主な働き手の

職業をみると、59歳以下は「会社等に勤務」が73～90％

と大多数を占めるのに対し、65歳以上では「無職（年金

生活）」が過半を占め、60 歳代前半の年齢層は経済的に

も移行期となっている。現役世代に自営業が少なく、雇

用世帯が多いことから、今後、定年による退職が増加す

るものと思われる（図4）。このように、世代により居住

世帯の属性は異なっており、核家族のサラリーマン世帯

（59歳以下）と高齢者のみの年金世帯（65歳以上）に大

きく区分される。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 親子の住まい方 

つぎに、世帯主年齢別に「別世帯の子の居住場所（別

世帯の子のいる世帯）」をみると、現在の70歳代の約25

～30％の世帯にニュータウン内に住む子供がいる。これ

に対し、60歳代前半は大阪市、50歳代は他の都道府県と、

若い世代ほど、別世帯の子の距離は遠くなっている（図

5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4 調査回答者（世帯主年齢、性別）

40歳未満40～49歳50～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75歳以上総　計
(不明除く)

世帯数 10 30 31 47 62 47 31 258

％ 3.9% 11.6% 12.0% 18.2% 24.0% 18.2% 12.0% 100%

男 7 15 20 29 41 36 22 170

％ 70.0% 50.0% 64.5% 61.7% 66.1% 76.6% 71.0% 65.9%

女 3 15 11 18 21 11 9 88

％ 30.0% 50.0% 35.5% 38.3% 33.9% 23.4% 29.0% 34.1%

性別

世帯主
年齢

100.0%

73.3%

90.3%

51.1%

19.4%

10.6%

9.7%

40.3%

23.4%

54.8%

70.2%

64.5%

38.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

（ｎ＝10）

40～49歳

（ｎ=30）

50～59歳

（n=31）

60～64歳

（n=47）

65～69歳

(n=62)

70～74歳

(n=47)

75歳以上

(n=31)

総計

(n=258)

会社・団体・官公庁に勤務 自営業 パート・アルバイト

無職（年金生活） 無職（その他） その他

不明

図4 世帯主年齢別 主な働き手の職業

10.0%

6.7%

6.5%

34.0%

56.5%

63.8%

67.7%

41.5%

0.0%

6.7%

9.7%

6.4%

9.7%

6.4%

0.0%

6.6%

42.6%

21.0%

17.0%

12.9%

35.7%

80.0%

66.7%

61.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満
（ｎ＝10）

40～49歳

（ｎ=30）

50～59歳

（n=31）

60～64歳
（n=47）

65～69歳
(n=62)

70～74歳

(n=47)

75歳以上
(n=31)

総計
(n=258)

単身 夫婦のみ 夫婦とその親 夫婦と子ども 片親と子 三世代 その他 不明

夫婦と子ども 

夫婦のみ 

図 3 世帯主年齢別 世帯構成 

図 5 世帯主年齢別 別世帯の子の居住場所 

          （別世帯の子のいる世帯） 

12.5%

16.1%

7.7%

17.1%
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0.0%
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26.8%

31.8%

29.0%

4.5% 13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50～59歳

（n=16）

60～64歳

（n=31）

65～69歳

(n=52)

70～74歳

(n=41)

75歳以上

(n=22)

総計

(n=162)

同居・隣居 泉北NT内（徒歩圏） 泉北NT内（その他） 堺市内（NT外）

隣接市 大阪市 その他大阪府内 他の都道府県等

他の都道府県等

NT内(徒歩圏･その他)

堺市内



一方、「別居する親の居住場所」をみると、若い世代ほ

ど、親が「ニュータウン内」「堺市内」に居住する比率が

高い。これに対し、50歳代以上は「その他都道府県」の

比率が高い。「別居の親の居住場所＝本人の出身地」と考

えると、高齢層は他府県出身者が多いのに対し、若年層

は地元出身者が多いものと推測される（図6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）現在の住まいと居住意識 

①住まいの特徴 

住まいにも世代による違いがみられる。住宅の建築時

期をみると、高齢なほど古い住宅に居住しており、新耐

震基準施行後（1981年以降）に建築された住宅に居住す

る比率は、75歳以上では2割程度に過ぎない（図7）。 

敷地の広さは、60歳以上の9割弱が200㎡以上であり、

40歳未満の若い年齢層の方が敷地面積は狭い。敷地の細

分化や近年分譲された敷地規模の小さい建売住宅への入

居が多いものと想定される。なお、住宅の広さは敷地の

広さほど差はなく、平均住宅延べ床面積は40歳代が最大

である（図8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②住まいや地域の評価 

つぎに、住まいや地域に対する満足度を、満足、まあ

満足、多少不満、不満の4段階で把握すると、満足の比

率が高いのは「自然とのふれあい」で全体の 57.3%を占

め、まあ満足を加えると9割以上が満足感を持っている。

その他、「街並みや景観」「住宅の広さ」｢自家用車の利便

性｣等に対し、8割以上の居住者が満足、まあ満足と回答

している。これに対し、不満や多少不満が多いのは、「高

齢者向けサービスの情報」「道路等の高齢者への配慮」「住

宅・周辺の防犯性」「（住宅の）高齢者への配慮」等であ

り、住宅・住環境の安全性に係る項目が、生活利便性等

の項目よりも不満が多くなっている。 

つぎに、満足を 4 点、まあ満足を 3 点、多少不満を 2

点、不満を1点として、各項目の平均点をみると、分布

状況と同様に「自然とのふれあい」3.54 点、「街並みや

景観」3.33点、「住宅の広さ」3.32点の順に点数が高く、

逆に、「高齢者向けサービスの情報」2.39点、「道路等の

高齢者への配慮」2.42 点、「住宅・周辺の防犯性」2.51

点等の項目の点数が低い。 

これらを、世帯主年齢別にみると、全体的に、高齢な

ほど満足度が高く、40～50歳代の満足度が低い。その中

で「自然とのふれあい」、「街並みや景観」「住宅の広さ」

については、各世代とも満足度は高く、「自家用車の利便

性」は若い世代の満足度が高い。一方、満足度の低い項

目をみると、高齢者は「（住宅の）高齢者への配慮」や「住

宅・周辺の防犯性」の不満が多く、「住宅、庭の維持・管

理」や「買い物・医療施設の利便性」等は若い世代より

も満足度が高い。30～50歳代は「公共交通機関の利便性」

の不満がそれぞれ高い。また、「高齢者向けサービスの情

報」や「道路等の高齢者への配慮」は高齢者だけではな

く、世代共通の不満となっている（図9）。 
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図7 世帯主年齢別 住宅の建築時期 
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図8 世帯主年齢別 敷地の広さ 

（平均敷地面積・平均住宅床面積） 

図 6 世帯主年齢別 別居する親の居住場所 
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(4) 現住宅への入居の経緯 

①入居時の状況 

現在の住宅に入居した時期を世代別にみると、70歳代

以上の世帯の8割は 1970年代（開発初期）に入居してい

るのに対し、40歳代は、1990年代以降の入居がほとんど

であるが、その時期はさまざまである（図10）。 

つぎに、入居前の居住場所をみると、1970年代には「そ

の他大阪府内」や「大阪市」からの入居が2/3以上を占

めているが、年数が経過するにつれて、徐々にニュータ

ウン内からの住替えが増えている（図 11）。一方、入居

前の住宅の種類は、時代によって大きく変化しており、

借家からの住替えが多数を占めた1970年代や2000年代、

持家からの住替えが大多数であった1990年代等、それぞ

れの時代の住宅市場の特徴を反映した住替えが行われて

きたことが推測される 1（図 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
また、現住宅に入居する前の居住場所と住宅の種類の

関係をみると、いずれの場所においても、「持家（一戸建

て）」からの住替え層が多数を占めている。その中で、ニ

ュータウン内で住替えた世帯には、持家（マンション等）、

公営住宅、公団・公社賃貸住宅等からの住替え比率が高

い（図13）。 
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2.69 2.50 2.66 2.50 2.51 2.69 2.89 2.72

2.56 2.75 2.61 2.30 2.67 2.48 2.63 2.48

2.51 2.63 2.48 2.47 2.50 2.41 2.67 2.47

2.84 3.00 2.69 2.80 2.75 2.87 2.89 2.90

2.42 2.63 2.29 2.20 2.38 2.47 2.46 2.60

2.81 2.88 2.48 2.77 2.85 2.80 2.88 2.94
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情
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□は各年齢層の上位3項目  網掛けは各年齢層の下位3項目 

太字は各項目の最下位項目 

図9 住まいや地域の評価（世帯主年齢別得点）
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図10 世帯主年齢別 入居時期 
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図11 入居時期別 従前の居住場所 
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図12 入居時期別 従前の住宅の種類 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②入居時期と住宅の建築時期 

さらに、世帯の入居時期と住宅の建築時期の関係をみ

る。入居時期と建築時期がほぼ同じ世帯（Ａ：建築後 3

年以内に入居した世帯）、入居時期が建築後4年以上以降

経過している世帯（Ｂ）、入居時期以降に建築された住宅

に住む世帯（Ｃ）に区分してみる。そのうち、中古住宅

に入居したと思われる（Ｂ）は、1970年代前半に建築さ

れた住宅に多く（図14）150㎡未満の敷地に建つものが

多い（図15）。また、（Ｂ）の入居世帯は、その半数がニ

ュータウン内からの住替えとなっている（図16）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 居住意向 

①定住意向 

定住意向を世代別にみると、60歳以上は「住み続けた

い」が7割以上を占めている。特に65～69歳に定住意向

を持つ世帯が多いが、75歳以上は2割程度が住替え希望

を持っている（図 17）。さらに、定住するためには、50

歳代以下の世代は「隣地買い増し支援制度」や「リフォ

ーム費用の融資」等、現在居住している住宅の質を改善

するための支援を望むのに対し、60 歳代以上は、「サー

ビス付施設等に住替える制度」が上位に挙がっている 2

（図 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②住替えの検討 

仮に将来の高齢期に向けて住替えるとした場合の検討

時期（＝想定される動機）についてみると、60歳以上で

は、「身体が弱化するとき」や「ひとりぐらしになるとき」
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公団・公社賃貸 民間賃貸・社宅等 親族の家

図13 従前の居住場所別 従前の住宅の種類 
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図14 建築時期別 入居・建築時期の関係 
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図15 敷地面積別 入居・建築時期の関係 
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図17 世帯主年齢別 定住意向 
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図18 世帯主年齢別 住み続ける時に利用したい制度 
21.9%

12.5%

25.2%

泉北NT内,
51.3%

大阪市

27.6%

その他大阪府内,
40.6%

7.7%

29.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ：入居・建築同時
（n=183）

Ｂ：建築後入居
（n=39）

Ｃ：入居後建築
（n=32）

総計
（n=254）

泉北NT内 堺市内(NT外) 隣接市

大阪市 その他大阪府内 他の都道府県等

図16 入居・建築時期の関係別 従前の居住場所 



があわせて 70～80％と大多数を占めている。そのうち、

70歳代前半の世代では「ひとりぐらし」が48.9%を占め、

住替えを検討する最大の動機となっている（図19）。 

これを現在の定住意向との関係からみると、「住み続け

たい」とする世帯のうち、住替えを検討する時期を「ひ

とりぐらし」とする世帯が38.0％、「身体弱化」が30.4％

となっている。特に、「ひとりぐらし」は「できれば住替

えたい」よりも10ポイント多く、高齢者の定住を妨げる

最大の要因となっていることが推測される（図20）。 

このうち、65歳以上の世帯を世帯構成別にみると、高

齢単身・夫婦世帯の 43.8%が「ひとりぐらし」を住替え

検討のきっかけとしており、戸建て住宅特有のニーズが

あるものと思われる 3（図 21） 

さらに、住替え検討の内容を住替え検討時期「子供の

独立」「身体弱化」「ひとりぐらし」の3つに注目して分

析してみると、住替え先の場所としてはいずれも「ＮＴ

内の便利な場所」を挙げる比率が高く、特に「ひとりぐ

らし」では37.5％を占めている（図22）。子との関係を

みると、いずれも「こだわらない」が多いものの、「ひと

りぐらし」は「わからない」「不明」が多く、子の都合等

を考慮し、自分だけでは決められないことへの不安があ

るものと思われる 4（図 23）。「ひとりぐらし」で住替え

を検討する場合、別世帯の子は現在「その他都道府県」

に居住している比率が高く、別世帯の子と同居や近居等

が困難な状況が想定される（図24）さらに、住替え時に

希望する住宅の種類についてみると、「身体弱化」「ひと

りぐらし」ともに「サービス付の高齢者向け住宅」が多

く挙がっており、自由な生活と安心感ある住まいが求め

られているものと思われる。また、「子供の独立」や「ひ

とりぐらし」で住替えを検討する世帯は「持家（マンシ

ョン等）」の比率が高いことから、戸建て住宅から集合住

宅へ、住替え需要の多さを示している（図25）。 
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図19 世帯主年齢別 住替え検討時期 
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図24 住替え検討時期別 別世帯の子の居住場所 
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図22 住替え検討時期別 住替え先の場所 
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図21 65歳以上世帯構成別住替え検討時期
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図23 住替え検討時期別 住替え時の子との関係 
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図25 住替え検討時期別 住替え先の住宅の種類 
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図20 定住意向別 住替え検討時期 



４．考察 

Ａ地区の戸建て住宅地は、これから本格的な高齢化を

迎える地区であるが、世帯構成・職業等はサラリーマン・

ファミリー世帯と、年金生活・夫婦のみ世帯に大きく分

かれ、世代ごとに住まいや居住状況、意識、意向等、さ

まざまな点で違いがある。 

そこで、これからのまちづくりの課題を考慮しつつ、

Ａ地区に求められる住宅政策について考察を行う。 

①現居住世帯の居住実態や意向からみた課題 

開発当初に入居した高齢者世代の住宅の多くは、建築

後30～35年経過し、耐震性やバリアフリー等の住宅性能

に課題を有しているが、敷地・住宅ともゆとりがあり、

住宅に対する満足度は高い。住宅・庭の管理や日常生活

の利便性等への不満はそれほど多くなく、定住意向は強

い。しかし、「身体弱化」や「ひとりぐらし」等の加齢に

伴う変化に対する不安は大きく、子どもとの同居よりも、

「ニュータウン内の便利な場所にあるサービス付き高齢

者住宅」5が住替え先の候補となっている。その背景には、

現在の高齢者向けサービスの情報、住宅・周辺の防犯性、

道路等の高齢者への配慮等への不満が影響しているもの

と思われる。物的な居住条件は恵まれている戸建て住宅

地居住者の住生活を安定的なものとするためには、高齢

期の居住不安となっている「ひとりぐらし」「身体弱化」

になった際にも、自立生活を継続できるような条件を整

えることが重要であり、外出環境の整備、サービスの情

報提供、ニュータウン内での居住やサービスのネットワ

ークづくり等と一体となった展開が求められる。 

②これからの地域の維持・活性化に向けた課題検討 

世代別の住宅の特徴や居住意識・意向等をみると、最

近入居した30～40歳代世代は、ニュータウン内や近辺か

らの住替えが多く、親子の距離が近い世帯が多い。すな

わち、開発当初は大阪都市圏の住宅需要に対応した住宅

地であったものが、年数が経過するにつれ、地域内の住

替えや親子の近居等の住宅需要に対応する住宅地へと性

格が変化してきている。このように、若い世代に好評な

自然の豊かさや車利用の利便性を活かしたまちづくりを

進め、地元に縁のある人に着目した住宅市場の整備を図

っていくことが必要である。また、地域の新たな住宅需

要を受け止めるための中古住宅の改善や流通促進、高齢

期を迎える際にも住み続けることができるよう、若い世

代の住宅ストックの質の向上も必要であると考えられる。 

なお、今後さらに、集合住宅居住者を対象とした調査

結果も踏まえ、ニュータウンをめぐる住替えの実態を明

らかにし、「都市を維持していく」上で必要な住まい・ま

ちづくりの条件を検討していくことが必要である。 

 

〔註釈〕 

1.Ａ地区近傍の公示地価の変化を、みると、1983 年の 121,000 円/㎡を

100とすると、1990年には385まで高騰した。しかし、その後、1995

年 178、2000年 140、2005年 88と下落し、2008年は 91となっており、

近年の住宅・土地価格はバブル期前以下の水準となっている。 

2. 本調査有効回答 260 世帯のうち、借家として戸建て住宅に居住する

ものが3世帯（全有効回答の1.2%）含まれていたが、その居住意向を

みると、「住み続けたい」が2世帯ある等、持家居住世帯との大きな

違いはみられなかった。このため、本研究では借家として居住してい

る世帯も戸建て住宅居住世帯として一体的に分析を行っている。 

3.身体弱化の場合は「施設やサービス付き住宅への住替え」と考えてい

るが、「ひとりぐらし」の場合はわからない 文献2）のインタビュー

事例より。文献 2）は同じ泉北ニュータウン在住の 50 歳以上を対象

（n=33）とした居住実態・意向調査であり、アンケート調査とインタ

ビュー調査を実施し、高齢期の居住意向について詳細に把握している。

住替えに関する調査項目・選択肢は今回の調査と同じである。 

4．文献2）のインタビュー事例より 

5.「ニュータウン内の便利な場所」とは、車を運転できなくなった場合

にも買い物や通院が容易に行える場所のこと、「サービス付き高齢者

住宅」とは、施設とは異なる住宅としての自由な生活と、いざという

ときに対応してくれるサービスがあること 文献 2）のインタビュー

事例より 
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